
  

中小企業退職金共済制度について 

樽見 晋平（厚生労働省） 

 

司会 それでは、定刻になりましたので講演を開始させていただきます。当セクションでは厚生労働省の樽

見様より「中小企業退職金共済制度について」というタイトルで講演をしていただきますが、その前に樽見

様の紹介を簡単にさせていただきます。樽見様は平成 22 年 4 月に厚生労働省に入省され、大臣官房統計情報

部企画課審査解析室にて、統計調査の標本設計や誤差計算、生命表の作成などをご担当されたあとに、平成

24 年４月に、現在ご在籍されております労働基準局勤労者生活課に移られまして、中小企業退職金共済制度

の制度設計、財政、資産運用などをご担当されております。今回のご講演では、まさに現在ご担当されてお

ります中退共制度についてご解説いただけるということです。 

 それでは、樽見様、よろしくお願いいたします。 

 

樽見 ただいまご紹介にあずかりました、厚生労働省の樽見と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

本日はこのような発表の機会をいただき、本当にありがとうございます。 

 まさに今、話題になっております厚生年金基金制度の見直しの法律が、来年 26 年度４月１日に施行される

予定となっております。厚年基金の移行先としては、皆様ご存じのとおりＤＢ、ＤＣ、そして中退共や中退

制度と略される中小企業退職金共済制度の三つがあります。ＤＢ、ＤＣは、皆様ご存じだと思いますが、そ

れに比べまして中小企業退職金共済制度は、制度を所管している部署の者が言うのも何なのですが、ややマ

イナーな制度だと思われます。ついては、本日はこれを機会に中退制度について概要を説明させていただき

まして、皆様に知っていただくためのきっかけになればと思います。 

 発表についてなのですけれども、本発表は発表者個人の見解であり、発表者の所属する組織の見解ではご

ざいません。ということで、よりくだけて言わせていただきますと、私はまだ社会人なり立てのぺーぺーで

して、まだこのような場所で発表することに慣れておらず、今も緊張で足が震えているような状態なのです

けれども、そこは生温かく見ていただければと思います。今日は発表者個人ということをきちんとするため

に、休暇をとってここに来ていますので、厚生労働省としてではなくて、私個人として発表させていただき

たいと思います（笑）。 

 では、内容に移らせていただきます。まずはイントロダクションということで、中小企業退職金共済制度

の概要やメリット、利用状況、制度の経緯などをお話しさせていただきます。 
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 中小企業退職金共済制度の目的は、ここに書かれていますとおり、単独の企業で退職金を設けることが難

しい中小企業について、相互共済のしくみによって退職金制度を作って、従業員の福祉の増進と、それを通

じた中小企業の振興に寄与することです。中小企業退職金共済制度と言っていますが、これは略し方がいろ

いろありまして、昔は中退金などと略したことが多いようですが、今回このお話では中退制度と略させてい

ただきます。他にも中退共や、中退や、中退共制度と略すこともあります。 

 さて、この制度は、中小企業の従業員を対象としたものなのですけれども、他に類似の制度として、建設

業、清酒製造業、林業の期間雇用者を対象とした特定業種退職金共済制度というものもございます。ただ本

日の説明の内容からは省かせていただいて、専ら中退制度についてお話をさせていただきたいと思います。 
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 では、制度の概要ということで、５ページをごらんください。中退制度自体は国の制度なのですけれども、

実際の制度の運営は、独立行政法人勤労者退職金共済機構というところが行っています。以下、機構または

勤退機構と略してお話しさせていただきます。 

 まず、中退制度に入る中小企業は、機構と退職金共済契約というものを結んでいただきます。それが①で

す。その契約を結んでいただいたら、毎月従業員ごとの掛金を、金融機関を通じて納めていただく。②です。

その納めていただいた掛金はそのまま機構が持っているのではなくて、資産運用を行います。③です。この

中退制度では、予定運用利回り１％ということで、この１％を目指して運用しているということでございま

す。 

 次に④～⑦。そのように毎月掛金を納めていただくのですが、実際に従業員が退職するときには、まず中

小企業の事業主は機構に退職届というのを出します。それと同時に、退職する従業員に対して退職金の請求

書を渡します。そうすると、従業員が請求書を機構に出すことになりまして、請求書が届いたら、機構は従

業員に退職金を支払う、このような仕組みになっております。図に載っている数字はあとで説明するものも

ございますが、おおざっぱに概要だけを申しますと、平成 24 年度末において、企業ベースで 36.4 万カ所、

従業員ベースで 323 万 9,000 人が入っている制度となっております。退職金の支払いについては、24 年度１

年間で、支払いの件数ベースが 28.7 万件、額ベースでいうと 3,790 億円となっております。 
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 では、次に６ページをごらんください。中退制度のメリットについてお話しさせていただきます。 

 第一に、簡単な管理ということでして、掛金は全部口座振替で自動引き落としになっております。もちろ

ん契約の際には、先ほどご説明させていただいたとおり、契約の手続きをする必要があるのですが、その後

は自動引き落としで、手間がかからないということになっております。また、従業員の掛金の納付状況や、

今辞めたら退職金はいくらぐらいになりますよという試算額を、毎年事業主にお知らせしております。 

 次に、掛金は非課税ということで、法人企業であれば損金、個人企業であれば必要経費として、全額非課

税になっております。 

 三つめに、最後に、国からの掛金助成ということで、これは、新しく中退制度に入った事業主に対して、

その掛金月額の２分の１、上限は 5,000 円ですが、これを助成する新規掛金助成というものと、掛金月額を

増やした場合に、その増やした額の３分の１を助成する月額変更助成というものの二つがございます。これ

は、両方とも１年間助成するというものになっております。 
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 次に７ページを見ていただきますと、これは実際に中退制度に入っている企業の方に、中退制度の魅力は

何ですかというのを複数回答で聞いたものなのですけれども、先ほどご説明させていただいたメリットが、

下、三つです。毎月振り込むだけで退職金制度が持てるということで、簡単な管理と、掛金が全額非課税、

国からの掛金助成があるということになっております。その上に二つありまして、やはり、国の制度で安心

ということと、退職金が確実に支払われるということもメリットとして挙げられているところでございます。 
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 では、次は８ページ以降で、中退制度の利用状況について、簡単にご説明させていただきます。この調査

は、企業の退職給付制度の普及率と、どのような形態で準備しているかを調べた調査でございます。上の表

の中断にある退職給付制度全体や下段にある退職一時金制度を見ていただきますとやや下がっている傾向に

あるかなという感じでございます。その中で退職一時金制度がある企業を 100％としたときに、それを何で

準備していますかというのが下の表なのですけれども、中退制度というのは、基本的には増加傾向にあると

いうことになっております。 

 ただ、この調査は、調査対象が本社の常用雇用者が 30 人以上の民営企業ということで、中退制度は中小企

業を対象とした制度なのですが、大企業も入ってしまっているということと、30 人未満のところは入ってい

ないということで、ちょっとそのような意味では注意が必要です。 
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 今、ちょっと人数規模の話が出ましたので、人数規模別の加入状況を見てみたいと思います。９ページを

ごらんください。このように、企業規模別の加入状況を見ますと、企業数ベースで見ますと、30 人未満がも

う圧倒的で、９割ぐらいが 30 人以下の企業となっております。もっと狭い範囲で見てみて、９人以下の企業

で見ても約６割というような状況になっております。 
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 では、次に 10 ページをごらんください。制度の経緯を簡単にご説明させていただきます。中退制度自体は、

昭和 34 年に中小企業退職金共済法という法律が制定され、制度が開始しました。初めは、企業数が 9,000 ぐ

らい、従業員数が 10 万人ぐらいというところからスタートいたしました。その後、さまざまな制度の見直し、

予定運用利回りの引き下げ、累積欠損金、累積赤字が発生したり、それが解消したり、あとは、適格退職年

金の移行受け入れをやったりなどというさまざまなことを経て、現在に至っております。平成 26 年度からは、

厚生年金基金から中退制度への移行受け入れ開始予定ということです。それぞれの項目については、時間が

あれば、あとで触れていきたいと思います。 
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 では、イントロダクションはこれぐらいにいたしまして、次は、中退制度の基本的な仕組みということで

して、加入条件、掛金について、退職金について、制度設計について、お話をさせていただきたいと思いま

す。12 ページをごらんください。 

 中退制度の加入条件について、ご説明いたします。中退制度というものは、名前のとおり、中小企業を対

象とした制度になっております。中小企業の具体的な定義はどうなっているのだということなのですけれど

も、ここに書かれていますとおり、業種ごとに指定されております。業種ごとに、常用従業員数の条件と資

本金・出資金の条件がありまして、これのどちらかを満たせば加入できるということになっております。な

お、この定義は、中小企業基本法による中小企業の定義と同様となっております。 

 また、重要な点として、中退制度に入る場合は、従業員は原則として全員加入しなければなりません。Ａ

さんは入れたいのだけれども、Ｂさんは入れたくないということは、基本的にはできないというようになっ

ております。その例外といたしまして、期間を定めて雇われている従業員、短時間労働者等は任意加入とい

うことで、入っても入らなくてもよいということです。任意加入なので、もちろん入ってもかまいませんし、

特に、短時間労働者については、任意加入ではあるのですが、基本的には加入をお勧めするということにな

っておりまして、短時間労働者のための特例掛金や、特例の掛金助成というものを設けております。 

 今は入っても入らなくてもよい人の話だったのですけれども、入れない人もいまして、それは何かと申し

ますと、先ほど最初にちょっとだけ説明いたしました、建設、清酒製造、林業の特定退職金共済制度に入っ

ている人、あと、事業主のための共済制度の、小規模企業共済制度、社会福祉施設の職員の方のための社会

福祉施設職員等退職手当共済制度に入っている方は、重複して加入することはできません。あと、似たよう

な制度として、商工会議所等が行っております特定退職金共済制度というものがございますが、これとの重
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複は可能になっております。 

 

 次に、掛金について、ご説明させていただきます。掛金は、毎月月額を納めていただくこと、月ごとに納

めていただくのですが、それは従業員ごとに、ここに書いてある 5,000 円から３万円の中で選ぶことが可能

となっております。最初の 5,000 円から１万円までは 1,000 円刻みで、それ以降は 2,000 円刻み、16 種類と

いうことになっております。従業員ごとに選ぶので、例えば、新入社員のＡさんは 5,000 円、課長のＢさん

は１万円、部長のＣさんは２万円というように選択することができます。 

 また、先ほど少しお話ししましたが、短時間労働者については、上の 5,000 円から３万円の中で選んでい

ただいてもかまわないのですが、特例の掛金として、2,000 円、3,000 円、4,000 円の特例掛金というものを

選択することができます。企業として中退制度に新規加入する際に、短時間労働者がこの掛金を選択して加

入する場合は、通常の、先ほどお話しした新規掛金助成の他に、上乗せして助成をすることになっておりま

す。 

 加入時に決めた掛金についてなのですけれども、これを増額することはいつでも可能です。先ほどの例で

言いますと、新入社員のＡさんは入ったとき 5,000 円の掛金でした。Ａさんが課長に昇進したら掛金も１万

円にしましょうということをすることはできます。掛金増額についても、先ほどお話しした国からの助成の

対象となっております。 

 一方、減額についてなのですけれども、これは従業員に対して不利になってしまうので、従業員の同意が

あるか、または、掛金納付の継続が著しく困難であると厚生労働大臣が認めたときのみ、減額はできるとい

うことになっております。 

 掛金についての最後に、掛金の分布についてごらんいただきたいと思います。平成 24 年度末時点において
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は、最低額の 5,000 円で掛けている方が 46.6％ということで、大きなウエイトを占めております。そのあと

は、１万円などの切りのいい数字にしている方が結構多いようです。上限の３万円でやっている方も 4.5％

あります。平均として見ますと、9,179 円というようになっております。 

 

 さて、次に、退職金額について、ご説明させていただきたいと思います。退職金は、基本退職金というも

のと付加退職金という、２種類がございまして、これを合算、両方とも合わせた額を退職時にお支払いする

ことになっております。それぞれ細かくは後で見ていくのですが、簡単に申し上げますと、基本退職金とい

うものは、掛金月額と掛金を納めた月数によって決まるものです。制度全体としては、予定運用利回りの１％

をその掛金に上乗せしてお支払いするということになっております。詳しくは次のページで説明いたします。 

 付加退職金なのですけれども、これは本当にすごく大ざっぱに言いますと、ボーナスのようなもので、機

構が資産運用を行っているのですが、運用の結果が予定運用利回りの１％より上回った場合に、その分の運

用収入の一部を基本退職金に上乗せしてボーナス的に支払うものです。 

 このような退職金の仕組みになっているのですが、これらの退職金は、先ほど概要のところで申し上げま

したとおり、従業員に直接支払われます。企業を経由して企業から退職金が支払われるわけではございませ

ん。また、死亡退職の場合は、その遺族が受給権者になります。死亡になったからといって退職金がなくな

るというわけではございません。なお、ここには書いていないのですが、従業員が不正を行ったり、犯罪を

した場合など、退職金を減額するという仕組みもあるのですが、その場合も、この制度というのはあくまで

相互共済の仕組みなので、減額した分のお金を事業主に、企業に返還する、このようなことはしません。制

度のお金として他の方の退職金の原資となります。 
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 では、続いて 15 ページで、基本退職金について、ご説明させていただきます。この表は、掛金月額が１万

円のときの退職金額、掛金総額１％複利を比較したものでございます。まずは一番左側の退職金額を見てほ

しいのですが、これは単純に 120 か月 10 年掛金を納付していただければ、退職時に 126 万 5,600 円の退職金

がもらえるということです。20 年であれば 270 万弱ということです。これは、掛金が１万円のときなのです

が、掛金月額が 5,000 円であれば単純にこの半額、２万円であればこの倍もらえるというような仕組みにな

っております。 

 次に、退職金額と掛金総額の比較をしていただきたいのですけれども、中退制度は一般の退職金制度と同

じように、基本的に勤続年数が短い人よりも長い人を優遇して、従業員に長く働いてもらおうというインセ

ンティブを与える構造になっております。なので、具体的には、掛金が 11 月以下で、つまり、１年未満で退

職してしまった場合は、退職金は支払われません。掛け捨てになってしまいます。その後、12 月から 23 月

で辞めた場合というのは、掛け捨てではないのですけれども、実際の掛金総額よりも退職金額の方が少なく

なってしまう、いわゆる掛け損になってしまいます。その次に、24 月から 42 月で辞めた場合は、掛金と同

額の退職金がもらえる構造になっております。そして 43 月以上納付していただいてから辞めると、掛金より

も多くの退職金がもらえるというような制度設計になっております。 

 今度は、退職金額と１％複利を比較していただきますと、例えば、60 月のところの退職金と１％複利を比

較していただくと、60 月は、退職金額は 60 万 8,200 円なので、掛金総額よりは多くなっているのですが、

１％複利の元利合計の額よりは下回っているということです。これは、43 月から掛金よりも退職金が多くな

るのですけれども、１％複利になるのはもう少し先の月でして、大体 90 月ぐらいから１％複利を上回るよう

な設計になっております。なので、例えば、120 月を見ていただくと、１％複利の額より、若干ではあるの
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ですけれども、上回った退職金がもらえる。これらの結果、全体として、予定運用利回りの１％を掛金に上

乗せして退職金にするという構造になっております。 

 

 続きまして、16 ページをごらんください。付加退職金について、説明させていただきます。 

 付加退職金については、先ほどお話ししたとおり、基本退職金に上乗せするものでありまして、基本的に、

機構は資産運用を行っているのですが、資産運用というのは、ご案内のとおり、金融動向によってすごく左

右されまして、すごく運用収入が上がることもあれば、そうでないときもある。これらに弾力的に対応する

ために、毎年度の利益が上がった場合、その一部分を基本退職金に上積みすることが付加退職金制度の目的

となっております。 

 実際に付加退職金というものはどのように出るのかという話なのですが、付加退職金というのは、毎年度

の利益に応じて出たり出なかったりするのですが、飽くまで退職金なので、毎年出た付加退職金というもの

はずっとためておかれて、退職時にまとめてお支払いすることになります。あともう一つ、付加退職金とい

うものは、支給率というものを毎年度、中退制度全体で一つ決定いたします。例えば、平成 25 年度の付加退

職金の支給率は 0.02 など、そのような具合に一つ決めるものです。 

 この支給率の決め方はちょっとあと回しにいたしまして、支給率が決まったあとに付加退職金の計算をど

うするのかというのを、次の例でご説明したいと思います。 
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 17 ページをごらんください。この例においては、平成 18 年度４月に掛金月額１万円で加入して、平成 25

年の３月、つまり、加入してから 84 月で退職した場合の付加退職金の計算例となっております。各年度の付

加退職金の支給率は、真ん中の表にあるとおり、例えば、平成 18 年だと 0.002、一番最後の 24 年だと、こ

れも 0.002 というように仮定します。なお、これは実際の現実の支給率とは異なるものになっております。 

 まずは、付加退職金は、加入してから 43 月以上の方にしか付加退職金は出ません。これは、42 月までは、

退職金額は掛金と同じだけしかもらえないということになっていますので、長期の方を優遇するために、付

加退職金も 43 月以上加入していないともらえませんよという制度になっております。 

 この方は加入 84 月で退職するので、付加退職金がもらえることになるのですが、そうすると、84 月なの

でちょうど 43 月目に納付した年度というのがあるわけでございます。この人の例で言いますと、平成 18 年

の４月に入って 43 月目ということで、それだと平成 21 年度ということになります。さらに 43 月から 12 月

を足した 55 月、さらに 12 月を足した 67 月というのが、それぞれ、それに対応する年度というのがあるわけ

でございます。これで言いますと、55 月に対応するのが平成 22 年度というような感じです。それで、この

43 月、55 月というものに対して、それぞれの 43 月で辞めた場合、55 月で辞めた場合、67 月、79 月で辞め

た場合の基本退職金額というのは、先ほどの計算したとおり出るのですが、それに対して、それぞれが属す

る年度の付加退職金の支給率を掛けて足し合わせたものが付加退職金になります。 

 これで、例１として緑で塗っているところを見ますと、平成 22年というのは付加退職金の支給率が 0.0015、

この人にとっては 55月加入しているということで、55月の基本退職金、この人の場合ですと 55万 5,200 円、

それに 22 年度の付加退職金の支給率の 0.0015 を掛けたものが平成 22 年度分の付加退職金になります。これ

を全部年度で足し上げたものが付加退職金の合計額となっていて、3,104.15 円となります。これに、先ほど
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お話しした基本退職金、この場合は 84 月で辞めたので 85 万 6,700 円なのですが、それに先ほどの付加退職

金を足したものが退職金額の全体というようになっております。 

 付加退職金はこのように計算するのですが、ちょっとページを戻って 16 ページ、今度は、付加退職金の支

給率をどのように決めるのかのところで、２の最後の段落のところなのですが、毎年度の支給率というのは、

その前年度末までに決めることになっております。前年度末までに、前年度の運用収入などを勘案して、中

退制度の議論を行う労働政策審議会というところで、この制度は労働政策の一環として行っておりまして、

労働政策というのは、何かを決める場合には、ご存じかもしれませんが、公益代表の方と、労働者代表の方

と、使用者代表の方に集まっていただいて、議論していただいて決めるというスキームになっているのです

が、その決めるところである労働政策審議会の意見を聞いて、厚生労働大臣が定めるということになってお

ります。 

 例えば、平成 25 年の実際の付加退職金の支給率というのは、平成 24 年の３月、前の年度の末の３月に、

労働政策審議会の、その下部組織に部会というものがありまして、そこで支給率の議論を行いまして、支給

率は０が妥当だという結論を得ました。それに、厚労大臣もそれでいいということで、それをもとに、３月

末に平成 25 年度の支給率は０ですというように決めて、それを告示するというような流れです。 

 では、付加退職金の支給率、実際どうなっているのかというものなのですけれども、中退制度の経緯のと

ころでも少しだけ申し上げたとおり、実は、最近までこの中退制度というものは累積欠損金、累積赤字を抱

えていまして、その影響もありまして、実際には平成 18 年度を最後に付加退職金の支給率というものは出し

ておらず、そのあとはずっと支給率が０というのが続いているという状態になっております。ですけれども、

実は、今後お話しするのですが、前年度末に累積欠損金、累積赤字は解消いたしまして、今年やっと解消し

たところなので、今年度末に決める平成 26 年度の付加退職金は、また今後議論していくことになります。 
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 では、付加退職金の話はこれぐらいにいたしまして、次、18 ページをごらんください。これまで掛金と退

職金の仕組みについてお話しましたが、この掛金に対して退職金をどのように決めるのか、付加退職金の話

は先ほどいたしましたので、先ほどの基本退職金の何月であれば何円になるというのを、どのように決める

かという話を、ごくごく簡単に概要をお話させていただきたいと思います。 

 とはいっても、中退制度は他の年金制度などに比べると、本当に、非常に簡単な制度になっておりまして、

中退制度というものは、加入して 46 年でみんな脱退すると仮定して、その期間の間で収支相当になるように

設計されております。設計上は 46 年なのですけれども、もちろんその 46 年を超えた場合、強制脱退になる

のかというと、そのようなわけではなくて、実際に掛金を納められますし、退職金もその分お支払いするこ

とはできるのですけれども、制度設計としては 46 年で収支相当を見ている。 

 この式について細かくはお話ししませんが、ある年度に加入した従業員、被共済者の集団に対して、毎年

仮定した脱退率に応じて脱退した場合、この脱退率というのは、過去の中退制度の実績の脱退率をもとにし

て作るのですが、脱退率に応じて脱退した場合に、46 年間で入ってくる掛金の総額をさらに現在価値に戻し

たものが、これが左辺、それが 46 年間のそれぞれの退職金支出の総額を現在価値にしたもの、それが右辺、

が一致するように設計しているということです。ということで、同じ年度に加入した集団の中で収支が相当

するように設計されているので、このような言い方が正確なのかどうか分からないのですが、閉鎖型、クロ

ーズドな設計ということになっております。この条件のもとに、先ほどお話ししたとおり、長期の人ほど退

職金額が有利になるような設計を行っているというわけです。 
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 次に、19 ページをごらんください。このグラフは、ある年度に加入した集団の掛金収入と退職金支出のそ

れぞれについて、毎年度の額の累計額をグラフにしたものです。このグラフを見ると、掛金の方は最初の方

は辞めていく人がまだ少ないので、掛金収入というのは退職金支出より多くなります。例えば、ある集団に

対しての 15 年目の掛金収入の累計額と退職金支出の累計額というのは、そこに書いてあるＳ15 という差が

あるわけです。この差というのは、別に、ただ収入のほうが上回ってラッキーというわけではなくて、この

ようなのは説明するまでもないのかもしれないですが、将来の退職金に備えて、持っておかないといけない

額です。なので、このＳ15 というのを 15 年目の責任準備金として積んであります。 

 このグラフにあるとおり、中退制度の責任準備金は、基本的に将来法で積んでおります。すみません、ち

ょっと前のページの式を見ると過去法のように書いてあるのですが、実際は将来法で積んでおります。これ

は、ある年度に入った人に対する、例えばこれだと 15 年目に起きる責任準備金なので、実際はすべての年度

についてこの考え方で計算した責任準備金を足し合わせて、イメージ的になのですが、責任準備金の全体と

いうようにしております。 
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 では、ここまでで基本的なお話は終わりにいたしまして、その他の仕組みということで、過去勤務期間、

企業間通算、特定退職金共済制度との通算、分割退職金について、説明させていただきます。 

 まず、過去勤務期間の通算というものでございまして、中退制度に入るときに、その企業がみんな新入社

員だけであれば、中退制度に入っている加入期間と実際に勤続した年数というのが一致するのですが、実際

には中退制度に入ったときに、すでに一定期間働いている従業員も存在します。例えば、自分が中小企業に

入って３年間働いたあとに、企業が中退制度に入って、そのあと７年間働いて退職したとすると、中退制度

の退職金というのは、そのままだと７年分の退職金しか出ないわけです。10 年働いて７年分しか退職金がも

らえない。そのようなことを解決するために、中退制度に加入する前の３年間の勤務分の掛け金をあとから

納めていただくことによって、10 年分の退職金をもらえるようにしようというのが過去勤務期間の通算とい

うものでございます。 

 さて、具体的には、ここに書いてありますとおり、中退制度に新たに加入する企業について、申し込み時

に１年以上勤務している従業員に対して、過去の勤務期間を、最大 10 年まで通算することができます。通算

する期間は、年単位で１年から 10 年までになっております。なお、過去勤務期間の通算をする場合には、対

象の従業員全員について行わないといけません。Ａさんはやるけれども、Ｂさんはやらないといったことは

できません。 

 過去勤務期間を通算する場合、その分の掛け金なのですけれども、例えば、過去勤務が１年あった場合と

いうのは、１年間かけて過去勤務期間分のお金を払ってもらう。２年過去勤務期間があるならば、２年かけ

て過去勤務期間の掛け金を払ってもらうというような感じで、５年までは同じ年数だけかけて過去勤務期間

を納付してもらうということになっているのですが、６年以上は全部５年で納めていただくというような設
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計になっております。 

 そのときに、過去勤務期間分として支払っていただく掛け金というのは、従来の掛け金そのものではなく

て、それに一定の乗率をかけたもの、例えば１年ならば、ここの表の下にあるとおり、1.01 プラス α の率

を掛けたものを納付していただくことになります。そのプラス α はとりあえず置いておいて、なぜ、1.01

かといいますと、これは本来、制度設計上は過去に納めていただくもの、つまり、この例ですと１年前に納

めていただくことになっておりますので、この１年間の間に資産運用で予定運用利回りの１％を稼げていた

はずなのです。それを今もらうことによって１％を稼げなかったことになるので、その分を上乗せして掛け

金として納めていただくということになります。そしてこのプラスαというのは、先ほど説明した付加退職

金に相当する分でして、別途告示で定めているものでございます。 

 αのところを無視して考えますと、例えば、過去勤務期間が１年の人のある人が掛金月額１万円だとした

ら、最初の１年間は、本体の掛け金月額１万円を納めていただくのと同時に、過去勤務分として１万×1.01

なので、１万 100 円を足して合計２万 100 円を納めていただくというような感じになっております。 

 こうして過去勤務期間すべてを納めた人がそのあと退職した場合というのは、過去勤務期間分の納付月数

と本体分の納付月数を合算して、その足した分だけ中退制度に入っているということにして退職金が支払わ

れます。なので、先ほどの３年のあとに中退制度に入って７年の人だと、めでたく 10 年分の退職金が出ると

いうことになります。 

 

 次に 22 ページ、企業間の通算について、お話しさせていただきます。これは、中退制度をやっているＡ社

から他の中退制度をやっているＢ社に転職した場合、両方の掛金納付月数を合算して退職金の通算ができる

というものです。これは中退制度というのは、先ほどお話したとおり、納付月数が長い人ほど優遇される制
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度なので、通算することによってメリットが得られるということです。それができる条件としては、前の企

業で中退制度分の退職金をもらわないというのは大前提として、そのあと前の企業を退職してから２年以内

に申し出をすること、さらに、前の企業での掛金納付月数が 12 月以上であることが条件となっております。 

 

 次に 23 ページ、今度は、特定退職金共済制度という類似の共済制度があるのですが、これは特退共と略し

たりしますが、これとの通算についてお話しさせていただきます。今度は、特退共をやっているＡ社から中

退制度をやっているＢ社に転職した場合、Ａ社の特退共での退職金相当額を通算できる仕組みとなっており

ます。これは、特定退職金共済制度をやっている実施団体というのがあるので、まずそこと中退制度を運営

している機構との間で、退職金相当額の引き渡しの契約を締結しているというのが、まず大前提となります。

その上で前の企業を退職してから２年以内に申し出ることが条件となっております。 

 先ほどの企業間の通算では、中退制度に入っているところが中退制度に入っているところの通算だったの

で、納付月数をそのまま足すだけでしたが、この特退共の方は中退共と制度設計が全然異なりますので、そ

のように、納付月数を足すということはできなくなっております。ではどうするかといいますと、特退共の

退職金相当額を丸々機構に移管したら、それはもう本当に掛金納付月数などと考えずに別立てにしまして、

年１％、これは予定運用利回り、プラスα、このαというのは付加退職金相当分の複利で計算して、別途ど

んどん増やしていく。その元利合計額を退職時に支払う。一方で、新しく入った中退のところで、その分も

合わせてお支払いするということになっております。 
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 すみません。ちょっと時間が押しているので、省略させていただきますが、基本的に退職金というのは一

時金として支払うのですが、一定の条件のもとで分割してお支払いするということもできます。これが分割

退職金という制度になっております。 
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 飛ばせていただきまして、25 ページ。この辺で大体の制度の内容は終わりまして、次に、中退制度の財政

状況や資産運用の状況について、お話しさせていただきたいと思います。26 ページをごらんください。 

 中退制度の平成 24 年度の決算について、ごく単純化したものがこちらの図になります。まず、ＢＳのほう

を見ていただくと、中退制度の運営をしている機構の事務用品やシステムなどもあるのですが、それはほと

んどさまつな額でして、資産のほとんどが運用資産となります。一方、負債のほうも細かいものを除くとほ

とんど責任準備金になります。資産が運用資産で、負債が責任準備金で、その差額が累積剰余金として、純

資産としてあるということです。 

 今、平成 24 年度末においては、運用資産の方が責任準備金より多いので、累積剰余金としてあるのですが、

これが、去年、23 年度末までのときには逆転していて、持っておくべき額の責任準備金より運用資産の方が

小さかったので、そのときまでは累積赤字・累積欠損金が存在した状況でした。 

 一方、ＰＬの方を見ますと、収益としてはおおまかに言いますと、掛け金収入と運用による収入です。費

用のほうは、退職金支出と責任準備金の増の額となっております。その差額が当期純利益となっております。

この当期純利益が累積剰余金のプラスにたまっていく。具体的には、平成 23 年度末は、マイナス 1,700 億の

累積欠損金・累積赤字があったのですが、そこから 24 年度において、約 2,200 億の純利益があったので、そ

れを足して、プラス 500 億の累積剰余金になったという感じになっております。 
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 次に、財政状況の推移について、見ていきたいと思います。27 ページをごらんください。これは推移をず

っと追っているものなのですが、左から予定運用利回り、その次が平均利回り、これは実績の運用利回りで

す。あとは、当期の利益だったり、損失だったり、最後に、累積で剰余金ある黒字だったり、累積の赤字で

ある累積欠損金です。 

 それで、平成以降の経緯を見ていくと、どんどん何か悪い方向にいくような歴史でして、実際の予定運用

利回りより、実績の利回りが低かった時代がずっと続いていたのです。予定運用利回りをどんどん下げよう

として頑張って下げていったのですが、それ以上に実績の利回りがどんどん下がっていく、運用環境が悪く

なっていったということです。それで、いたちごっこのようにずっと悪くなっていったというのが、前半の

要約です。 
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 次のページにいきまして、平成 14 年度に予定運用利回りが１％になって、やっとここからは実際の利回り

の方がよくなったので、累積欠損金がちょっと解消の方向に向かっていった。平成 15 年で断絶があるのは、

これは運用資産を簿価評価から時価評価にしたことによるものなのですが、それは除きますと、基本的に、

平成 15 年度以降はどんどん累積欠損金が解消していって、平成 18 年度には、あともう少しマイナスの 151

億というところまでいきました。ですけれども、そのあと 19 年度、20 年度と、いわゆるサブプライムロー

ン問題、リーマンショックがあって、急激に累積欠損金が増えて、そのあと紆余曲折があるものの、平成 24

年度は、いわゆるアベノミクスによる運用状況の好況によって、一気に累積欠損金を解消したというのが状

況となっております。 
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 今、お話しした資産運用についてどのようなことをやっているのかということを、簡単にお話しさせてい

ただくと、運用資産は平成 24 年度末で４兆円となっております。そのうち半分ぐらいの２兆円は、自家運用

として機構が自ら運用を行っているのですが、運用を行っているといっても、国債等の非常に安全で堅いも

のを、基本的に持ちきりで買ったら満期までずっと保有している満期保有をやっております。残り４割程度

を委託運用として、銀行や投資顧問会社や生命保険会社に委託して金銭信託を行っております。あとは、キ

ャッシュフロー対応として現金などを持っているというような感じになっております。 
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 運用資産の構成割合、基本ポートフォリオなのですけれども、比較に載せている下のＧＰＩＦというのは、

公的年金の資産運用を行っているところなのですが、それと比べても、うちの中退制度というのは、国内債

券の割合が高くて堅い運用をしている。先ほど申し上げましたとおり、その中でも、全体 100％のうち半分

は持ちきりでやっているということで、非常に堅い運用をしているという感じになっております。 

 委託運用の金銭信託につきましても、基本的にはベンチマークに沿うように頑張っていきましょうという

ことで、平成 24 年度の実績で言えば、ベンチマークとほぼ同様、少しだけ勝っているという感じですか、運

用をしているという状況になっております。 
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 その運用の体制についてごく簡単に説明させていただきますと、基本的に運用を行っているのは、制度の

運用を行っている勤労者退職金共済機構というところで行っておりまして、運用計画は内部の組織の資産運

用委員会というところでやっていまして、重要事項は理事長まできちんとあげて理事会で決めています。実

務は資金運用部というところで行っている。あと、その運用の結果については、外部の有識者からなる資産

運用評価委員会というところで評価していただいております。さらに、運用方針の根本、例えば先ほどお見

せした基本ポートフォリオを変えるという場合は、ＡＬＭ委員会という、これまた外部の金融関係の専門家

に助言をいただいて、その助言をもとに変えているという設計になっております。 
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 では、これで中退制度についての説明は終わらせていただきまして、最後に、今話題になっております、

厚生年金基金から中退制度への移行について、ご説明させていただきます。まず、33 ページをご覧ください。 

 今回の厚年基金制度の改革の中では、厚年基金が代行割れを起こしているかどうかで対応が大きく異なり

ます。この中で中退制度への移行の対象となるのは代行割れを起こしていない、グラフで言いますと、右側

の６割のところの厚年基金が、中退制度への移行の対象となっております。 
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 次に、34 ページをごらんください。中退制度に移行する対象の資産というのは、この２階部分、代行部分

ではなくて、上乗せ部分の資産だけを移管の対象とします。この上乗せ資産ですでに現在持っている部分だ

けを対象として、例えば、そこに不足があるからといって、それがどこかから補てんされるというわけでは

ありません。基金が解散したあとに、企業によってＤＢやＤＣにいきたいというところもあれば、それぞれ

ＤＢやＤＣに移行しますし、中退制度にいきたいとなれば中退制度に移行する。要するに、基金が解散後に

中退制度に移行するかどうかというのは、企業単位で決めることができるということになっております。 
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 最後に、上乗せの資産がどのように中退制度に移行されるかということなのですけれども、具体的には、

まず、上乗せ資産をそれぞれの従業員ごとに、あなたはいくらですよというように分配します。その分配し

たお金を勤労者退職金共済機構に交付します。ここで中退制度に入っていない場合、つまり新規加入する場

合が①、すでに加入している場合が②ということで、それぞれによって通算の仕方、移行の仕方が異なりま

す。 

 ①の、新たに中退制度に入る場合は、基本的には、移管したお金をできるだけ通算月数に換算することに

なります。要するに、掛金納付月数にできるようにします。ただその場合、端数が出てしまうので、その分

は残余の額として別にします。通算した方は、加入後の掛金納付月数と足し合わせて、退職したときに退職

金になります。先ほど言った残余の額というのは、特定退職金共済制度から移行したときと同じように、年

利１％の別立てで運用して、その運用したものを足し合わせて、最後、退職のときにお支払いするというこ

とになっております。 

 ②のすでに加入している企業の場合は、中退制度に入っていて掛け金も納めていただいているので、そこ

に、さらに後ろに交付額を通算するということはせずに、全額を特定退職金共済制度からの移管と同じよう

に、年利１％の別立てで運用して、退職時に中退のときの掛け金による退職金と一緒に支払いするというこ

とになっております。 

 以上、すみません、最後の方はかけ足となってしまいましたが、中小企業退職金共済制度の概要と、厚生

年金基金からの移行のスキームについて、お話しさせていただきました。ご清聴、ありがとうございました。 

 

司会 はい。樽見様、どうもありがとうございました。それでは、ここから質疑応答に移らせていただきま
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す。ご質問等がございます方は、挙手をお願いいたします。 

 

質問者 どうも、この中退共の制度の包括的な説明を、ありがとうございました。三つ質問があります。 

 一つは、税制なのですけれども、これはあくまで事業主が掛け金を納める制度になっているわけですね。

その税制について教えてください。 

 そして、それが事業主にとってメリットがあるのかどうかということなのです。それが第１番目で、第２

番目は、退職金額については、長期勤続者の優遇制度ということになっていますが、それは今後とも維持し

ていくお考えなのでしょうか。それとも、これからはもう少し幅広に扱うことを、何か検討しておられるの

かどうか。それから、三つめに、簡単な決算の結果を示しておられましたけれども、そこで、やっと最近、

剰余が出たということになっておりますけれども、そのときの責任準備金の定義、責任準備金をどのように

定義しているかということを教えていただけますでしょうか。 

 以上です。 

 

樽見 ご質問、ありがとうございます。 

 ３点お伺いしまして、１点目、税制ということなのですけれども、すみません、ちょっとあまりお答えに

なっているかどうかは分からないのですけれども、基本的に掛け金として納めていただくときは全額損金算

入ということで、企業の税としての負担はないということです。代わりに、退職する場合には、従業員にお

支払いしたときに、それは退職金の税制の適用を受けるという形になっております。という感じでよろしい

ですか。 

 

質問者 分かりました。だから、普通のこのような退職給付の税制とは思うのですけれども、中小企業の場

合、そもそも税金を納めているところがどれぐらいあるかというお話もあると思いますので、その辺、この

掛け金が基本的に損金算入されるということが、どれぐらい中小企業にとってメリットになっているかとい

うのは疑問があるところです。補助金があるということが、もっと大きなメリットになっているのだと思い

ます。 

 

樽見 実際に中退制度に入っている企業に対してメリットを聞いたときに、このような回答を得られたので、

全額非課税ということもありますけれども、掛け金助成があるということも、それなりのメリットとして中

小企業様は感じているということになっていると思います。 

 すみません。２点目の長期に勤めている人を優遇するのは、今後どうするのかという問題なのですけれど

も、いろいろな考え方があり、私人としてはなかなか答えづらいところではあるのですが、少なくとも労働

政策審議会でそのような議論が現在明示的に行われているわけではございません。 

 

質問者 ではないのですか。 

 

樽見 ３点目、責任準備金についてなのですけれども、すみません、あまりお答えになっているかどうか分

からないですけれども、基本的には、先ほど言った、１８、１９ページの仕組みで、将来法で責任準備金を

積んでいるということでありまして、累積赤字か、黒字かとなっているのは、責任準備金単独でどうなって

いるかということよりも、むしろ運用資産と比較して、運用資産の方が多ければ累積剰余金になるし、運用
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資産の方が少なければ累積赤字になるという、そのような構造になっております。という感じでよろしいで

しょうか。 

 

質問者 わかりました。 

 

樽見 ご質問、ありがとうございました。 

 

司会 すみません。少し時間が押してきてはいるのですけれども、他にご質問等はございますでしょうか。 

 

質問者 本日は説明、ありがとうございました。 

 今回、厚生年金基金制度の残余財産を中退共に持ち込めるようになったということなのですけれども、逆

に中退共に類似した制度としまして、特定業種や特退共などがあるにもかかわらず、なぜ、中退共だけに持

ち込みが限定されているのか。同じことを適格退職年金からの移行のときも思ったのですけれども、何か省

内で政策の議論にあたって、どのような議論があったのか、もしくは、中退共のみになったという決め手の

ようなものがありましたら、ちょっと差し支えない範囲でお伺いしたいのですけれども。 

 

樽見 ご質問、ありがとうございます。 

 こちらについても、ちょっと、申し訳ございません。厚労省の立場としてはどのような意思決定があって

中退制度のみ対象になったのかは存じ上げてなく、憶測で申し上げることはできませんが、個人的にどう思

うのかと問われれば、やはり中退制度に移管したいという一定のニーズがあって、それが特定業種や特定退

職金共済制度より多くあったことなのかなと思いますという感じで、すみません、あまり大した回答ではな

くて恐縮ですが。 

 

質問者 ありがとうございました。 

 

司会 最後にどなたかご質問ございますでしょうか。 

 

質問者 １点教えてください。 

 特退共をやっている会社は、基金の上乗せ部分の資金を中退共へ持ち込めるのかどうか。すなわち、特退

共をやっている会社が、同時に中退共を始めることができるのかということを疑問に思いましたので、お教

えいただきたく、よろしくお願いします。 

 

樽見 すみません、もし間違った理解をしていたら恐縮なのですけれども、特退共をやっている会社が中退

もできるかということですか。 

 

質問者 はい、同時に。 

 

樽見 それは重複してすることはできます。なので、例えば中退制度は３万円以上の掛け金をかけることは

できませんので、それ以上の分を特定退職金共済制度で行うということはできます。 
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質問者 ありがとうございました。 

 

司会 すみません、まだご質問ある方はいらっしゃるかもしれないのですけれども、お時間となりましたの

で、以上をもちまして当セッションは終了とさせていただきます。いま一度、樽見様に盛大な拍手をお送り

いただきたいと思います。ありがとうございました。 
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